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１. 本調査の概要 

１-１. 調査の目的 

野々市中央公園は、野々市市都市計画マスタープランにおいて「防災拠点」として位置づけ

られている。本事業は、野々市中央公園を拡張し、近年多発している自然災害に備えるため、

防災拠点としての機能強化を図るとともに、市民ニーズに対応したスポーツ施設機能の充実、

人と自然が共生する公園、既存施設の改善・改修等を柱とした拡張整備事業を予定している。 

本業務は、野々市中央公園拡張整備事業の実現に向けた基本計画の策定及びＰＦＩ方式等も

含めた、最適な事業手法の検討を行うものである。 

 

１-２. 自治体の概要 

（１）  位置・地勢 

野々市市は、石川県のほぼ中央に位置し、北東部を金沢市と、南西部を白山市にそれぞれ接

しており、手取川の扇状地の北東端にあたる。 

面積は13.56km2、南北6.7km、東西4.5kmである。標高は最高49.6m、最低8.4mの山･海のない

平坦地である。 

 
図 １-1 野々市市の位置 図 １-2 手取川扇状地航空写真 

出典：野々市HP 

（２）  沿革 

野々市市には、約3,700年前から約2,500年前の大きな集落跡である「国指定史跡御経塚遺跡」

や白鳳時代の大寺院跡である「国指定史跡 末松廃寺跡」が残されており、原始、古代から人々

の生活と開発が進んだ地域であったことを物語っている。室町時代には、守護となった富樫氏

が守護所を設けたことから、野々市は加賀の政治、経済、文化の中心地として栄えた。旧北国

街道が通る本町地区は、江戸時代には宿場町として栄え、現在でも国指定重要文化財である喜

多家住宅や、市指定文化財である旧魚住家住宅、水毛生家住宅といった由緒ある建物が現存し

ている。 

昭和30年から昭和32年にかけて、野々市町、富奥村、郷村や押野村の一部が合併し、現在の

市域が形成され、「野々市町」となり、その後商業施設などの増加、住宅地の広がりなどによ

り人口が増加し続け、平成23年11月11日に市制を施行し、「野々市市」となった。 

参考：「野々市市第二次総合計画 計画書」（令和4年度～令和13年度） 
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（３）  人口 

本市の人口は増加傾向にあり、令和２年は 57,238人である。また、総人口のうち、65 歳以上

の高齢者が占める割合は増加傾向、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口の割合は減少傾向であ

るが、子育て世帯の転入などにより 15 歳未満の人口は近年増加し、15 歳未満の年少人口の割

合は約 15％で推移している。 

また、市内に石川県立大学や金沢工業大学があるため、令和２年人口ピラミッドの状況は大

学生世代を含む 20～24歳の男性が突出して多いほか、子育て世代にあたる 30 代、40 代の人口

が多い状況である。 

 
図 １-3 野々市市の人口の推移 
資料：総務省「国勢調査」各年 10 月 1 日現在人口 

 
図 １-4 野々市市の人口ピラミッド（令和 2年） 

資料：総務省「令和 2 年国勢調査」 

 

（４）  産業 

本市の産業構造については、サービス業などの第3次産業で働く人が85%以上と高い比率を占

めている。内訳は、「卸売業・小売業」（31.4％）、「宿泊業・飲食サービス業」（13.4％）、

「医 療・福祉」（10.9％）となっている。 

 

 
図 １-5 野々市市内の産業（３部問）別の 

従業員数構成比（平成 28年）  

 
図 １-6 産業大分類別事業所数 

 
図 １-7 産業大分類別従業者数 

出典：経済産業省「平成28年経済センサス活動調査」 

 

  

凡例／産業大分類別 
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１-３. 事業発案に至った経緯・課題 

（１）  地方公共団体が抱えている課題  

①  対象施設の課題 

野々市中央公園（以下「本公園」という。）は野々市市下林三丁目、堀内二丁目に位置し、開

設面積は6.7haの市内最大の都市公園（総合公園）である。敷地内には野球場、テニスコート、

グラウンド、相撲場、椿鑑賞施設を有し、スポーツ施設や植物観賞などレクリエーション機能

が充実している。また、周囲は住宅地と農地が多く、市民体育館に隣接している。 

本公園は、野々市市都市計画マスタープランにおいて「防災拠点」として位置づけられてい

る。近年多発している自然災害に備えるため、防災拠点としての機能強化を図りながら、市民

ニーズに対応したスポーツ施設機能の充実、人と自然が共生する公園、既存施設の改善・改修

等を柱とした拡張整備を予定している。 

また、本公園に隣接する地域で「健康・交流・防災」をテーマとした野々市市西部中央土地

区画整理事業が進行している。本公園の整備についても周辺地域と一体となった「健康・交流・

防災」のテーマに沿った整備が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-8 野々市中央公園 位置図 

  

金沢市 

白山市 

野々市市 

白山市 

石川県立野々市 

明倫高校 

野々市中央公園 

野々市市民体育館 
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②  野々市市全体の課題 

野々市市全体の課題は以下のとおり。「野々市市第二次総合計画（令和４年３月策定）」で

は「かがやき無限大 みんなでつくる インパクトシティ」を将来都市像としている。 

 

 

出典：野々市市「第2次総合計画」令和4年3月、P29 
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（２）  上位・関連計画と本事業の関連性 

 

①  第 2 次野々市市総合計画（令和 4 年 3 月） 

平成23年度策定の「野々市市第一次総合計画」においては、体育施設の集約化と複合化によ

る活動拠点の整備に取り組むこととし、野々市中央公園拡張計画に合わせて、市全体の体育施

設整備について検討する方針を示した。 

令和4年3月に策定された第2次野々市市総合計画では、「かがやき無限大 みんなでつくる 

インパクトシティののいち」を将来都市像（これからの都市ビジョン）としている。また、当

計画における野々市中央公園について下記の方針が示されている。 

 

 

②  野々市市都市計画マスタープラン（令和 5 年 1 月） 

現在策定中の野々市市都市計画マスタープランでは、「みんなで創り 未来に続く 快適都市

 ののいち」を全体構想の将来像として、策定が進められている。 

野々市中央公園が位置する西部地域の地域別構想では、「野々市中央公園を核とした 健やか

で快適に暮らせる地域づくり」をまちづくりのテーマとしている。 

■西部地域 まちづくりのテーマ 

『野々市中央公園を核とした 健やかで快適に暮らせる地域づくり』 

基本目標１ ： 野々市中央公園における健康・交流・防災拠点の形成 

・施設のバリアフリーやユニバーサルデザインの検討を行うとともに、施設の有効活用に向け、

近隣の病院や福祉施設との連携について検討を行います。 

・地域住民の交流の場としての利活用のみでなく、多様な市民の憩いの場、スポーツ・レクリエー

ションの場として利用できるような施設の検討を行います。 

・防災拠点として機能するよう、災害時の避難場所や備蓄倉庫、仮設住宅の建設予定地などの

防災機能の強化について検討を行います。 

基本目標２ ： 野々市中央公園周辺における快適で安全な居住環境の確保 

・西部中央土地区画整理事業の推進により、計画的な市街地形成を図ります。 

・地区計画などによる快適で良好な住宅地の維持・形成を図ります。 

基本目標３ ： 快適で暮らしやすい生活環境の確保 

・郷二丁目地区及び郷町地区においては周辺土地利用状況と一体となった市街地の整備を推

進します。 

・外環状道路（海側道路）の整備促進及び（都）野々市中央公園西線及び（都）高尾郷線の整備推

進により、円滑な道路網の構築を図ります。 

・国道８号、157号沿道に相応しい商業・業務系土地利用の誘導により、生活利便性の向上を図

ります。 

  

■野々市中央公園に関連した位置づけ 

 生涯スポーツの普及と振興、スポーツ団体の育成 

 スポーツ施設の修繕や改修 

 幅広い活動が可能となる新たなスポーツ施設の検討・整備 

 関係人口拡大に向けた取組として、ののいち椿館や椿山を通じた椿の PR 

 防災面の機能と多様な世代ごとの使い方に対応した公園のリニューアル・長寿命化や拡張整備 
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③  野々市中央公園拡張計画基本構想（平成 27 年 7 月） 

野々市中央公園拡張計画基本構想では、野々市中央公園の拡張範囲に導入する機能やその配

置について検討し、野々市中央公園の拡張に合わせて新たな体育施設等を整備する方針として

いる。 

表 １-9 整備基本方針 

防災拠点として 

機能強化 

周辺地区や市街地の避難スペースの拡充や救援・復旧の活動の場、情報収集・

伝達の拠点となる施設を整備するともに、公園内の植樹帯や用水・池を活用し

た防災空間を形成し、災害時の中核を担う防災拠点として重要な役割を果た

していく。 

運動施設の機能の 

拡充 

老朽化する既存の運動・遊戯施設の改修を行うとともに、市内運動施設の集約

化・複合化を図り、市民ニーズをふまえ、計画的に新たな運動施設を整備し、総

合的な健康・スポーツ拠点の創出を目指していく。 

人と自然が共生する

環境づくり 

公園内の樹林や既存用水路等を活用し、水と緑の良好な自然環境を創出して

いくとともに、隣接する社叢林の保全や市の花木「椿」の植栽等を施し、地域の

気候・風土や歴史性を感じ、市民に親しまれる空間づくりを進めていく。 

既存施設の改善・ 

改修等 

既存の管理・便益施設のバリアフリー対策や長寿命化を図り、効率的な施設の

維持管理を実施していくとともに、再生可能エネルギーやエネルギー効率のよ

い設備等を導入し、環境負荷の低減に努めていく。 

 

④  野々市市体育施設整備実施計画（令和 4 年 3 月） 

野々市市体育施設整備実施計画では、拡張区域に新しく整備する施設の種類、規模、配置、

市民体育館を含む拡張範囲全体の整備方針を示している。 

新体育施設の整備テーマについては、野々市中央公園に隣接する区域で「健康・交流・防災」

をテーマとして進められている「野々市市西部中央土地区画整理事業」と一体とした活用を図

るため、野々市中央公園の新たな体育施設等においても「健康・交流・防災」をテーマに沿っ

た整備を方針としている。 

 

【整備コンセプト】 

①健康 

年齢や障害の有無を問わず、誰もがスポーツ

に親しみ、心と体の健康づくりに資する施設 

②交流 

スポーツをはじめとした交流人口の拡大を

通じた地域の活性化に資する施設 

③防災 

安全・安心なまちづくりに資する施設 

 

【留意事項】 

・中央公園内の動線に合った体育施設の配置 

・市内の民間スポーツ施設となるべく競合しない

 体育施設とする 

・施設の相互利用について、近隣自治体と協議を進める 

・ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に配慮した施設整備 

  

 

図 １-10 新体育施設の整備イメージ 
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（３）  上記課題への対策としてこれまで実施している施策や調査等  

野々市中央公園の拡張整備事業については、「（２）上位・関連計画と本事業の関連性」にお

いて示した計画の他、下図のとおり、野々市中央公園の既存施設の再整備および新たな体育施

設等の整備計画を行った。 

 

図 １-11 野々市中央公園の整備検討フロー 

 

（４）  当該事業の発案経緯・当該事業の必要性  

本事業を行うにあたり拡張する区域については、地元地権者の同意を経て平成27年に都市公

園区域とする都市計画決定がなされている。 

本事業に対しては、市議会や地元住民から早期着手を臨む声が非常に多いことから、より実

現性・実効性が高い計画とするため、官民連携可能性調査を十分に活用し、早期の実現を目指

す。 

 

名 称 野々市中央公園／総合公園 

都市計画区域 既存公園区域・公園拡張区域／公園・緑地地域 

 

図 １-12 野々市市都市計画図（令和3年9月） 

  

基本構想（整備方針・方向性等） 

実施計画（体育施設） 

■ 野々市市体育施設整備実施計画 【令和4年3月】 
    ＊中央公園拡張区域に整備する施設、規模、平面計画、既存体育施設の方向性を検討 

基本計画（野々市中央公園）※本事業 

■ 基本計画・基本設計【令和4年度】 
＊野々市中央公園の施設配置計画（平面プラン）、費用対効果、工事費等 

■ 野々市中央公園拡張計画基本構想等 【平成27年7月】  
      ＊中央公園の整備基本方針、導入機能、ゾーニング等を検討 

■ 野々市市体育施設整備基本計画 【平成27年10月】 
      ＊市内スポーツ施設の合理化、統廃合等について検討 

既存公園区域 

拡張整備事業 

予定地 

公共施設用地 
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（５）  当該事業の必要性 

本業務では、防災拠点としての機能強化と市民ニーズに対応したスポーツ施設機能の充実、

人と自然が共生する公園、既存施設の改善・改修を柱とした拡張整備計画の実現に向けた基本

計画の策定を行う。また、施設の整備にあたって民間の持つノウハウを効率的に取り入れ、よ

り質の高い公共サービスを提供するために、PFI方式等を含めた最適な事業手法の検討を行う。 

 

■野々市中央公園拡張整備事業における民間活力による期待する内容 

・公的財政支出の抑制だけでなく、ストック効を重視した社会資本整備 

・PFIや公募設置管理制度（P-PFI）、指定管理者制度など、適切な手法による、よりよい事業

の実施 

・柔軟な提案・整備による『地域のにぎわい創出』『野々市の魅力向上』 

・地方都市ならではの強みを活かした事業の実施 

 

１-４. 検討体制の整備 

（１）  庁内の検討体制 

本事業の実現性・実行性を高めるためには、あらかじめ様々な分野の課題等について関係各

課で調整の上で整理する必要があることから「庁内ワーキンググループ」を設置し、円滑に課

題等の共有・解決に向けた検討を行っている。 

その他、公園や防災などの学識経験者や関係機関の代表者等で構成される検討委員会を設置

し、それぞれの専門分野からの意見をいただいている。 

 

 

（２）  受託事業者の体制  

本業務は、野々市中央公園拡張整備事業に係る基本計画策定が密接に連携しながら検討する

業務である。そのため、受託者においては、官民連携事業、都市公園基本計画策定に係る検討

実績が豊富な技術者を中心に、ランドスケープなどの各専門メンバーが連携する体制を構築し、

PPP分野担当を主な連携窓口として検討を行った。 
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２. 前提条件の整理 

２-１. 対象施設および対象地の概要 

（１）  対象地の概要  

野々市中央公園は市内最大の公園であり、多様なスポーツ施設、植物鑑賞施設などの既存施

設が配置されているなど、市民のレクリエーションの場となっている。 

表 ２-1 計画地の概要 

項目 内容 

所在地 石川県野々市市下林三丁目、堀内二丁目 地内 

位置 

白山市との市境に位置し、北側に市民体育館、東側に県立野々市明倫高等学校、北

西に南ヶ丘病院がある。周囲は市街化調整区域の農地と住居地域となっており、国

道8号と県道157号線が近隣に位置している。 

敷地面積 既存公園エリア：約6.7ha 公園拡張エリア：約7.6ha 公共施設用地：約2.0ha 

沿革 

・1980年代にスポーツ施設（運動公園広場、野球場、相撲場など）を有する総合公

園として整備 

・2017年に「ののいち椿館・椿山」が整備 

・2020年に国際優秀つばき園に認定 

管理体制 野々市市が管理 

用途地域 
既存公園エリア：第一種中高層住居専用地域  

公園拡張エリア・公共施設用地：第一種低層住居専用地域 

道路 

北側：田中堀内線 

南側：下林一号線 

東側：一級幹線堀内上林線 

    （（都）3・3・41号 堀内上林線） 

西側：二級幹線野々市中央公園西線（整備中） 

    （（都）3・4・77号 野々市中央公園西線） 

※すべて野々市市道 

 

 

図 ２-1 野々市中央公園現況図 

公共施設用地 
（A=2.0ha） 

公園拡張エリア 
（A=7.6ha） 

既存公園エリア 
（A=6.7ha） 
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（２）  既存の体育施設の現状と方向性  

「野々市市公共施設個別施設計画（令和3年3月）」における野々市中央公園のスポーツ・レ

クリエーション系施設の現状と施設管理・運用に関する基本方針は以下のとおり。 

 

施設名 設備 施設・機能の方向性 改修スケジュール（～R12） 

市民体育館 

体育館 維持 － 

施設の現状 

バスケットボールやバドミントンなど様々なスポーツができ、市内で最も利用者の多い

体育施設となっている。災害時の予備避難所でもある。 

施設の課題は下記のとおり。 

・休日に利用者が殺到し、全ての利用者を受け入れられない 

・観客席が少なく、大会等の開催に不向きな施設となっている。 

・耐震性能が旧耐震基準となっている。 

 

施設名 設備 施設・機能の方向性 改修スケジュール（～R12） 

市民野球場 

野球場 
改善（大規模改修）を行い、 

機能の維持に努める 

管理棟・バックネット改修 

ナイター照明改修 

施設の現状 

市内で唯一の野球場であり、特に春から秋にかけての休日は多くの大会が実施されてい

る。令和元年度の３月～11月の土・日・祝日は約90％の稼働日数であり、高いニーズが

ある。 

【参考】令和元年度３月～11月（土・日・祝）稼働日数：81日/92日 

 

施設名 設備 今後の方向性 改修スケジュール（～R12） 

市民野球場 

雨天練習場 

投球練習場 
改善を行い、 

機能の維持に努める 
外壁改修 

施設の現状 

平日の夜間や冬季期間を中心に利用が多く、平日は年間を通じて約75％の稼働日数であ

り、高いニーズがある。 

【参考】令和元年度稼働日数：180日/240日（平日）、61日/118日（土・日・祝） 

 

施設名 設備 今後の方向性 改修スケジュール（～R12） 

野々市中央公園 

運動広場 

運動場 改善を行い、機能の維持に努める 
グラウンド改修 

ナイター照明改修 

施設の現状 

日中はグラウンドゴルフ、夜間はソフトボールでの利用が多く、令和元年度の３月～11

月については約80％の稼働日数であり、高いニーズがある。 

【参考】 令和元年度３月～11月稼働日数：213日/275日 

 

施設名 設備 今後の方向性 改修スケジュール（～R12） 

野々市中央公園 

テニスコート 

テニスコート 改善を行い、機能の維持に努める 
ナイター照明改修 

テニスコート改修 

施設の現状 

野々市中央公園テニスコートは市民体育館南側に位置し、軟式・硬式を問わず、多くの

方が利用している。施設の課題は下記のとおり。 

・年間3,000人から4,000人の利用者があり、平成25年度と比較すると大きく利用者が増

加しており、全ての利用希望者を受け入れることが困難となっている。 

・市全体としてテニスコート数が少ない。 

【参考】平成25年度 利用者数：2,053人、令和元年度 利用者数：3,466人 

 

施設名 設備 今後の方向性 改修スケジュール（～R12） 

相撲場 

相撲場 改善を行い、機能の維持に努める 外部塗装 

施設の現状 

相撲場は市民体育館の西側に隣接している。施設の課題は下記のとおり。 

・利用者数、稼働率ともに非常に低い。 

・今後の利用の見込みがほとんどない。 

【参考】令和元年度 利用件数：２件 利用者数：463人 
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２-２. 法令・利用できる補助金等の整理  

本公園における施設整備や事業運営において、留意が必要な関係法令は下記のとおり。 

施設整地においては、都市公園法で定める公園施設の種類や建ぺい率を遵守する必要がある

他、都市計画法や建築基準法により必要な対応が定められている。 

事業運営においては、興行時や飲食の提供をする場合などに応じて、消防法や食品衛生法が

定められている。 

また、本事業対象地は、既存公園エリア・公園拡張エリアは都市公園区域に指定済みである

が、公共施設用地は都市公園法による建築制限などによらない事業者の自由な提案を活かすた

めに、「事業者提案エリア」とし、都市公園区域として設定しない方針とした。 

表 ２-2 本事業に係る関係法令  

対象法令 関係条例 施設整備 事業運営 

都市公園法 

石川県都市公園条例 

● ● 
石川県都市公園条例施行規則 

野々市市都市公園条例 

野々市市都市公園条例施行規則 

道路法   ● ● 

興行場法 
石川県興行場法施行条例 

● ● 
石川県興行場法施行条例施行規則 

都市計画法 

石川県都市計画法施行条例 

●   石川県都市計画法施行条例細則 

野々市市都市計画法施行細則 

建築基準法 

石川県建築基準条例 

●   
石川県建築基準条例細則 

野々市市建築基準条例 

野々市市建築基準法施行細則 

高齢者、障害者等の移動等の 

円滑化の促進に関する法律 

野々市市移動等円滑化のために必要な 

特定公園施設の設置に関する基準を定める条例 
●   

屋外広告物法     ● 

表 ２-3 その他整備内容により関連する法令等 

対象法令 関係条例 施設整備 事業運営 

地方自治法   ● ● 

PFI法   ● ● 

屋外広告物法     ● 

食品衛生法     ● 

その他 石川県景観計画 ●   
 野々市市建築・開発指導要綱 ●   

※補注：施設整備・事業運営の状況によって他の法令も関係する可能性がある 

 
図 ２-2 野々市市都市計画図（令和3年9月）による都市公園区域の状況 

既存公園エリア 

（都市公園区域） 

公園拡張エリア 

（都市公園区域） 

事業者提案エリア 

（都市公園区域外） 
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２-３. 導入施設の方針 

基本計画の策定にあたっては「野々市市体育施設整備実施計画(令和4年3月)」を基本とし、

民間事業者等へのサウンディング調査を行いながら、適正な施設規模・事業手法等を選定する

こととした。「野々市市体育施設整備実施計画」における施設整備イメージ図は下記のとおり。 

 

 

図２-3 全体配置イメージ図 

補注：「野々市市体育施設整備実施計画(令和 4年 3月)」を基本とし本年度の検討方針として一部変更 

 

① 

③ 

④ 

⑦ 

② 

⑤ 

⑥ 

＜整備の概要＞ 

①屋内アリーナ：プロスポーツの試合が可能。バスケ３面・バレー３面・バドミントン12面など 

②立 体 駐 車 場：敷地の高度利用を図るため、立体駐車場を整備し、災害時にも利活用 

③テニスコート：４面以上 

④屋外スポーツゾーン：陸上競技場、サッカー場など 

⑤バーベキュースペース：災害時には炊き出スペース、平時にはBBQスペース 

⑥市民体育館の改修：子供の遊び場など 

⑦多目的コート：既存テニスコートを人工芝に変更し、フットサルなどの多目的利用 

⑧事 業 者 提 案 エ リ ア：都市公園区域外とし、事業者の独立採算による事業実施 

⑧事業者提案エリア 
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３. 導入が想定される事業手法の設定 

３-１. 事業手法等の検討 

本事業における民間活力の導入を整備手法と維持管理運営手法の各段階において導入可能な

手法を整理した。 

 

（１）  整備手法の整理 

PFIをはじめとする民間事業者のノウハウを効率的に活用可能な整備手法を次の表に示す。以

降に各事業手法の詳細を示す。 

 

表３-1 民間のノウハウを活用する整備手法 

事業手法 内容 
資金 

調達注1） 

施設 

所有 

維持 

管理 

運営 

①従来方式 

国・地方公共団体が公的資金を調達し、施設の建設、維

持管理は原則として単年度契約で分離発注し、所有権は

常に市にある。 

市 市 市注2） 

②設計・施工一括発注方

式（DB方式） 

市が資金を調達し、施設を建設、施設完成直後に市に所

有権を移転する方式。維持管理・運営は市が行う。 
市 市 市注2） 

③設計・施工・運営一括発

注方式（DBO方式） 

市が資金を調達し、施設を建設、施設完成直後に市に所

有権を移転し、一定期間民間事業者が維持管理及び運営 

を行う方式。 

市 市 民間 

④リース方式 

民間事業者が資金を調達し、施設を建設、一定期間維持

管理し、事業終了後に市に施設所有権を移転する方式。

市は、民間が所有する施設を賃借して運営を行う。 

民間 

民間 

↓ 

市 

市注2） 

⑤

PFI 

方式 

BOT 注3） 

民間事業者が資金を調達し、施設を建設、一定期間維持 

管理及び運営し、事業終了後に市に施設所有権を移転す

る方式。 

民間 

民間 

↓ 

市 

民間 

BTO 注3） 

民間事業者が資金を調達し、施設を建設、施設完成直後 

に市に所有権を移転し、一定期間民間事業者が維持管理

及び運営を行う方式。 

民間 市 民間 

BOO 注3） 

民間事業者が資金を調達し、施設を建設、一定期間維持

管理及び運営をするが、市への所有権移転は行わない方

式。（事業終了時点で民間事業者が施設を解体・撤去す 

る等） 

民間 民間 民間 

⑥公募設置管理制度 

（Park-PFI） 

都市公園において飲食店、売店等の公園施設（公募対象

公園施設）の設置又は管理を行う民間事業者を公募によ

り選定する制度。 

民間 民間 民間 

⑦設置許可制度 民間事業者が、都市公園内に認められている施設を民間

施設として自ら整備する際に、公園管理者がその民間施

設の設置を許可する制度。 

民間 民間 民間 

注 1） 施設整備費用を資金調達する主体を指す。市とあるものは、施設整備後に市が一括で整備費用を支払う。 

注 2） 市が直接運営することに限らない。別途、民間委託等による維持管理・運営も含む。 

注 3） BOT：建設・運営・所有権移転（Build・Operate・Transfer）、BTO：建設・所有権移転・運営（Build・Transfer・Operate）、

BOO：建設・所有・運営（Build・Own・Operate）。 
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①  分離分割発注（従来方式） 

公共が従来の発注方式で、設計、整備（または改修）、維持管理・運営業務をそれぞれ入札等

によって民間事業者に発注する手法である。 

公園施設の設計・整備を分割発注し、整備後、業務委託、又は指定管理者制度を活用して公

園運営を事業者に委ねることになる。基本的に、公共が設計・整備・維持管理・運営業務の仕

様を定め発注し、施設整備終了後に業務委託又は指定管理者制度を活用し、維持管理・運営を

指定管理者に委ねる手法となる。公共側は、設計・整備費用を初期段階に一括で支払う必要が

ある。 

整備費用を支払うことができれば、資金調達費用（金利等）が低減できる。また、使用を定

めた発注であるため、地元企業が単独で事業に参画できる可能性が高くなる。 

一方で、効率的で収益性の高い維持管理運営を想定した設計の工夫など、民間事業者のノウ

ハウを活用することが難しい。 

 

②  設計・整備一括発注（DB 方式） 

公共発注として、設計・整備を一括発注する方法で、ＤＢ（Design Build）方式といわれる。

「①分離分割発注（従来方式）」と同様に整備後、業務委託または指定管理者制度を活用して

公園運営を事業者に委ねることになる。 

特に性能規定による発注とすることで設計者・建設者の互いのノウハウや新技術の活用によ

る相乗効果が発揮されコストダウン・品質向上が期待できる。 

一方で、設計・建設費は公的資金を利用するため、施設整備期間中に支出しなくてはならな

い。また、効率的で収益性の高い維持管理運営を想定した設計の工夫等において、民間事業者

のノウハウを活用することが難しい。 

 

図 ３-1 DB方式の契約イメージ 

 

③  設計・施工・運営一括発注方式（DBO 方式） 

施設の設計・建設・運営を一括して発注するものであり、設計者と建設者と運営者が互いに

フィードバックすることで、施設・運営品質の向上やコストの削減が期待できる。また、長期

契約であり、事業者は事業期間を通じた業務改善等を図ることができる。 

DB方式と同様に性能規定での発注となり、民間事業者が主体となって運営を行う施設におい

ては、効率的な運営に配慮した施設整備が図られることで大きな効果が期待できる。 

設計・建設費は公的資金を利用するため、施設整備期間中に支出しなくてはならない。 

 

市

応募グループ

設計企業 建設企業

維持管理企業

運営企業
設計・施工
一括契約

維持管理契約（別途）

運営契約（別途）
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図 ３-2 DBO方式の契約イメージ 

 

④  リース方式 

民間事業者（リース業者）が施設を整備・所有し、一定期間市に貸し付ける（建物賃貸借契

約）方式である。 

設計は市が行い（設計企業に別途委託）、設計図書に基づきリース業者が施設を整備する方

式と、性能規定化された条件に基づきリース業者が設計・建設を行う方式がある。 

また、設計・建設を一括してリース業者に委ねる場合は、性能規定による発注とすることで

設計者・建設者の互いのノウハウや新技術の活用による相乗効果が発揮され、コストダウン・

品質向上が期待できる。 

設計・建設費をリース料として割賦支払いとすることが可能であり、支出の平準化が期待で

きる。しかし、事業期間中の施設所有は民間事業者となるため、補助等の活用ができない。 

庁舎や保育所など運営者が市や別途民間事業者に委託される場合に、利用されている。なお、

施設を民間が所有するため、基本的に施設や設備の維持管理は民間事業者が行う（この費用は、

リース料に含まれる）。 

 

図 ３-3 リース方式の契約イメージ 

 

⑤  設計・整備・維持管理運営一括発注（PFI 方式：BTO 方式、BOT 方式、RO 方式） 

施設の設計・建設・運営を一括して発注するものであり、設計者と建設者と運営者が互いに

フィードバックすることで、施設・運営品質の向上やコストの削減が期待できる。また、長期

契約であり、事業者は事業期間を通じた業務改善等を図ることができる。 

DB方式やDBO方式と同様に性能規定での発注となり、民間事業者が主体となって運営を行う施

設においては、効率的な運営に配慮した施設整備が図られることで大きな効果が期待できる。 

施設整備費用のうち、交付金・地方債で充当される資金以外（従来方式では一般財源）は、

応募グループが事業のために設立するSPC（特別目的会社）が金融機関より調達し、事業期間を

通じ市から民間事業者にサービス対価として支払われるため市の支出の平準化も期待できる。

市

応募グループ

設計企業 建設企業 維持管理企業 運営企業

設計・施工一括契約 維持管理・運営一括契約

基本協定

市

設計企業 建設企業

維持管理企業

運営企業
建物賃貸借
契約

維持管理契約（別途）

運営契約（別途）

リース企業

工事契約委託契約
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また、金融機関が市と直接協定を締結することにより、維持管理・運営期間中にSPCを監視する

ことになり、市と第三者（金融機関）による二重の事業監視（モニタリング）ができる。 

なお、民間資金（金融機関からの調達資金）を利用することが一般的であるが、最近では、P

FI法に基づいた事業者選定やPFI法の理念に基づいた事業実施を行うことで、平準化効果や第三

者によるモニタリングはなくなるが、民間資金を利用しなくともPFI方式として実施している事

業もある（資金調達の考え方はDBO方式と同様になる）。 

PFI方式は施設の所有権移転時期により分類され、施設整備完了時点で移転されるBTO方式、

事業期間終了時点で移転されるBOT方式がある。 

 

図 ３-4 PFI方式の契約イメージ 

 

⑥  公募設置管理制度（Park-PFI） 

都市公園において飲食店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置または管理を行う

民間事業者を公募により選定する制度。事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に

還元することを条件に、事業者には都市公園法の特例措置がインセンティブとして適用される。

公共側は公園施設の整備資金の一部に、民間事業者が整備する公募対象公園施設からの収益を

充当することができる。 

 

図 ３-5 Park-PFI事業イメージ 

出典：国土交通省「都市公園の質の向上に向けたPark-PFI活用ガイドライン」平成30年8月改正 

 

⑦  設置許可制度 

都市公園法に定められた制度で、民間事業者が、都市公園内に認められている施設を民間施

設として自ら整備する際に、公園管理者がその民間施設の設置を許可する制度。民間施設の管

理運営を許可する管理許可制度と合わせて、設置管理許可として用いられることが多い。 

  

SPC

応募グループ

設計企業 建設企業 維持管理企業 運営企業

設計契約

市

工事契約 維持管理契約 運営契約

金融機関

直接協定

事業契約

融資契約
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（２）  維持管理・運営手法 

現在の野々市中央公園は直営で管理している。拡張整備事業を契機として導入が考えられる

維持管理運営手法は下記のとおり。 

 

①  業務委託 

通常の公共の業務委託と同様に、公園の維持管理運営業務を業務種別に分割して、民間事業

者に委託する手法。通常は、単年度契約となることが多い。 

公共施設の維持管理運営業務の業務委託を請け負った場合には、施設の使用料の徴収代行業

務を行うことができるが、使用料を自らの収入とすることはできない。また、施設利用許可に

ついても、基本的には公共が許可することになるので、使用申請受付業務を行うこととなる。 

 

②  指定管理者制度 

地方自治法に定められた制度で、公共施設の維持管理運営等を民間事業者に委ねる手法の一

つ。指定管理者制度を活用することで、複数年契約ができるようになり、長期契約も可能とな

る。地方自治法上指定管理期間に係る上限は定められていないが、各地方自治体の条例等にお

いて、指定管理者の指定管理期間の上限等を定めており、都市公園においては5年程度の例が多

い。 

民間事業者は指定管理者になることで、施設利用料金の徴収と、施設の使用許可を与える権

限を持つことができる。 

 

③  管理許可制度 

都市公園法に定められた制度で、民間事業者が、都市公園内に認められている民間施設を維

持管理運営する際に、公園管理者が管理運営を許可する制度。民間施設の設置を許可する設置

許可制度と合わせて、設置管理許可として用いられることが多い。 

事業期間は最長10年、更新は可能としている。 
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３-２. 本事業における事業範囲の検討 

野々市中央公園拡張整備事業を契機として、既存の公園区域を含めた公園全体の活性化と、

収益施設や利用率向上による採算性の改善、公的負担の軽減を目指す。 

本事業では、新たに整備する公園区域は大きく、施設数・規模も大きいため、従来方式（各

施設の分離分割発注・直営）として、各施設をバラバラに整備し、管理委託を行うのは効果的

ではない。そのため、新たな体育施設等を可能な限り一括で発注・整備し、野々市中央公園一

体の管理・運営が可能かを検討する。 

 

（１）  事業範囲イメージおよび業務内容  

本事業の事業範囲は、拡張エリアの造成工事、導入施設や外構の設計・施工、各施設の維持

管理・運営業務が想定される。各施設における事業範囲および事業範囲の業務内容は以下のと

おり。 

表 ３-2 事業範囲イメージ 

エリア 導入機能 造成 設計・施工 
維持管理 

・運営 

公園拡張エリア 屋内アリーナ ● ● 新設 ● 

  屋外スポーツゾーン ● ● 新設 ● 

  テニスコート ● ● 新設 ● 

  その他公園施設（園路・植栽など） ● ● 新設 ● 

  バーベキューエリア ● ● 新設 ● 

  立体駐車場 ● ● 新設 ● 

事業者提案エリア 公園の利活用を促進する機能の導入 ● ● 新設 ● 

既存公園エリア 市民体育館（子どもの屋内遊戯施設） － ● 改修 ● 

  屋根付き多目的コート － ● 改修 ● 

  市民球場 － － ● 

  市民野球場 雨天練習場 － － ● 

  相撲場 － － ● 

  公園運動広場 － － ● 

  こども広場 － － ● 

  椿鑑賞施設  － － ● 

  ののいち椿館 － － ● 

  椿山 － － ● 

  その他（園路・植栽など） － － ● 

 

表 ３-3 事業範囲の業務内容 

項目 事業範囲 

造成 敷地造成（埋め立て、切土、盛り土） 

設計 建築設計、外構・駐車場設計、工事監理 

施工 建築工事、外構・駐車場工事 

維持管理 建築・設備等日常保守管理、日常清掃、警備、植栽管理、小修繕 など 

運営 施設使用許可、料金収受、広報活動、イベント企画・運営、自主事業 など 
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（２）  造成・設計・施工範囲の検討  

造成、新設および改修施設の設計・施工における業務範囲は、以下の整理から事業範囲を検

討した。本事業は複数の新規施設の整備を予定しているため、施工期間の縮減を図る必要があ

ることや、潜在リスクへの対応を考慮すると、造成工事は別途発注、新設施設・改修施設は一

括発注に含めるもととする。ただし、市民体育館の改修については、老朽化が進む施設である

ため、潜在リスクへの対応について、民間事業者へのヒアリングによって検討することとした。 

①  公園拡張エリアの造成 

  一括発注に含める場合 別途発注とする場合  整備範囲の考え方 

メリット 

・発注手続き等の行政手続き

が低減。 

・民間の創意工夫により建設

工事や維持管理のコスト縮

減を考慮した造成設計が期

待できる。 

・地元企業の受注機会が

増加。 

・PFI等の企業選定手続き

と並行して工事を進める

ことができる。 

⇒ 

・潜在リスクの対応、早

期施工を目指すため、

別途発注とする。 

デメリット 

・地元企業の受注機会創出に

繋がらない可能性がある。 

・地盤や土質の状況より工事

期間が変動する可能性があ

る。 

・発注事務手続き等の行

政負担が発生。 

・仕様発注となり、民間の

創意工夫につながない。 

・設計・施工との連携が困

難となり、施工の手戻り

発生の恐れがある。 

 

②  新設施設（公園拡張エリア）の設計・施工 

  一括発注に含める場合 別途発注とする場合  整備範囲の考え方 

メリット 

・発注手続き等の行政手続き

が低減。 

・民間の創意工夫により建設

工事や維持管理・運営のコ

スト縮減を考慮した設計・施

工が期待できる。 

・地元企業の受注機会が

増加。 

・行政の財政状況に応じた

段階的な整備を行うこと

ができる。 

⇒ 

・行政負担の軽減、維持

管理・運営のコスト縮

減を図るため、 

一括発注に含めるも

のとする。 

デメリット 

・地元企業の受注機会創出に

繋がらない可能性がある。  

・発注事務手続き等の行

政負担が発生。 

・仕様発注となり、民間の

創意工夫につながない。 

・施設間の連携が難しい。 

 

③  改修施設（既存公園エリア）の設計・施工 

  一括発注に含める場合 別途発注とする場合  整備範囲の考え方 

メリット 

・発注手続き等の行政手続き

が低減。 

・民間の創意工夫により建設

工事や維持管理のコスト縮

減を考慮した設計・施工が

期待できる。 

・地元企業の受注機会が

増加。 

・PFI等の企業選定手続き

と並行して工事を進める

ことができる。 

⇒ 

・行政負担の軽減、維持

管理・運営のコスト縮

減を図るため、 

一括発注に含めるも

のとする。 

・老朽化建物の潜在リ

スクへの対応は民間

事業者ヒアリングの結

果から検討する。 

デメリット 

・地元企業の受注機会創出に

繋がらない可能性がある。 

・老朽化が進む施設の不確定

要素が大きいため工事期間

が変動するか可能性があ

る。 

・発注事務手続き等の行

政負担が発生。 

・仕様発注となり、民間の

創意工夫につながない。 

・設計・施工との連携が困

難となり、施工の手戻り

発生の恐れがある。 
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（３）  維持管理・運営に係る範囲の検討  

維持管理・運営については、既存公園エリア、公園拡張エリア、事業者提案エリアの3つのエ

リアについての範囲について検討を行った。想定される事業範囲は下記のパターンが想定され

る。パターンごとの考え方と想定されるメリット・デメリットは下表のとおり。 

 

表３-4 維持管理・運営の範囲の検討 

パターン 

①全てのエリアを分割し

た維持管理・運営とする

場合 

②公園拡張エリア・事業者

提案エリアのみを維持管

理・運営とする場合 

③既存公園エリアを含め

た維持管理・運営とする

場合 

考え方 

公園拡張エリア、既存公園

エリアの維持管理・運営の

発注と事業者提案エリア

の民間事業者の独立採算

事業を別々に行う。 

公園拡張エリアと事業者

提案エリアの維持管理・運

営・独立採算事業を一体

化とし、既存公園エリアの

維持管理・運営を別途行

う。 

公園拡張エリアと事業者

提案エリア、既存公園エリ

アの維持管理・運営・独立

採算事業を一体化する。 

範
囲
イ
メ
ー
ジ 

公園拡張 

エリア 
A A A 

事業者提案 

エリア 
B A A 

既存公園 

エリア 
C B A 

イメージ図 

   

メリット 

・エリアごとのコスト把握

やリスク管理が容易。 

・イベントの実施や施設の

予約状況の管理、効率的

なスタッフの配置など、

公園全体の維持管理・運

営の効率化が期待でき

る。 

・独立採算事業のリスクを

分離することができる。 

・イベントの実施や施設の

予約状況の管理、効率的

なスタッフの配置など、

公園全体の維持管理・運

営の効率化が期待でき

る。 

・事業者提案エリアの都市

公園区域との一体的な

事業展開が期待できる。 

デメリット 

・管理者が異なるため効

率的なスタッフの配置や

イベントの実施において

柔軟な対応が困難。 

・独立採算事業の収益が

分離されるため、民間事

業者の参入意欲を阻害

する可能性がある。 

・事業者提案エリアの都市

公園区域との一体的な

事業展開が期待できな

い。 

・独立採算事業の収益が

分離されるため、民間事

業者の参入意欲を阻害

する可能性がある。 

・事業者提案エリアの都市

公園区域との一体的な

事業展開が期待できな

い。 

・老朽化が進む施設（市民

体育館）の管理が含まれ

ているため、修繕管理等

不確定要素が大きく、民

間事業者の参入意欲を

阻害する可能性がある。 

・老朽化が進む施設（市民

体育館）の管理が含まれ

ているため、修繕管理等

不確定要素が大きく、民

間事業者の参入意欲を

阻害する可能性がある。 

・都市公園の維持管理・運

営と独立採算事業のす

べてを実施可能な SPC

の組成が必要となるた

め、事業実施の難易度が

高く、民間事業者の参加

意欲を阻害する可能性

がある。 
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以上より、各パターンにおけるメリット・デメリットから、下記の維持管理・運営の考え方

に基づく「③既存公園エリアを含めた維持管理・運営とする場合」を基本として、検討を進め

ることとした。 

ただし、老朽化が進む施設（市民体育館）の管理の取り扱いや、事業者提案エリアに期待さ

れる導入機能について、民間事業者の意向を確認しながら、参入意欲の向上に努める必要があ

るため、民間事業者ヒアリングの結果から再度検討することとした。 

 

維持管理・運営の 

範囲の考え方 

・本公園は広い敷地に様々な公園施設を有するため、これらの施設を活用したイベ

ントの実施や、効率的なスタッフの配置などによる効果的な維持管理・運営を図る

必要がある。 

・都市公園区域と事業者提案エリアの一体的な維持管理を行うことで、公園全体の

魅力増進を図る必要がある。 

⇒「③既存公園エリアを含めた維持管理・運営とする場合」を基本として検討を進め

る。 
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３-３. 事業手法の導入可能性の整理 

（１）  施設ごとの事業手法の整理  

事業手法の整理および本事業における事業範囲の検討より、事業手法の導入可能性について

整理した。特に、官民連携手法については、本事業が多様な施設の整備、維持管理・運営を求

めるものであるため、下記の内容を重視して選定を行う。 

■官民連携手法の選定に係る条件の設定 

・民間資金調達（割賦支払い）を期待できるPFI手法やリース方式などの事業手法とする。 

・事業継続性の確保の観点から、SPCの設立による破綻リスクの低減からPFI手法を選定する。  

・官民連携手法については、資金調達の面から、市が施設所有者となり、整備事業に国庫補助の活

用が見込まれるものとする。 

以上より、官民連携手法についてはPFI（BTO）を基本として検討する。これより導入機能ご

との事業手法の適応可能性は下表のとおり。 

表 ３-5 施設ごとの事業手法の適応可能性 

エリア 導入機能 整備 
従来 

方式 

官民連携手法 

その他 PFI 

（BTO/RO） 

公園拡張エリア 屋内アリーナ 新設 ● ●   

  屋外スポーツゾーン 新設 ● ●   

  テニスコート 新設 ● ●   

  その他公園施設（園路・植栽など） 新設 ● ●   

  
バーベキューエリア 新設 ● ● 

・Park-PFI 

・設置管理許可制度 

  立体駐車場 新設 ● ●   

事業者提案エリア ※公園の利活用を促進する 

機能の導入 
新設 ●   

・独立採算事業 

・設置管理許可制度 

既存公園エリア 市民体育館（子どもの屋内遊戯施設） 改修 ● ●   

  屋根付き多目的コート 改修 ● ●   

  市民球場 － ●     

  市民野球場 雨天練習場 － ●     

  相撲場 － ●     

  公園運動広場 － ●     

  こども広場 － ●     

  椿鑑賞施設  － ●     

  ののいち椿館 － ●     

  椿山 － ●     

  その他（園路・植栽など） － ●     

 

（２）  事業スキーム（案）の設定  

前項で整理した、事業範囲に基づき、新たな体育施設等の整備に係る事業範囲および維持管

理・運営に係る範囲の検討から、事業スキームの検討における条件は下記のとおりとして、サ

ウンディング調査において民間事業者の意見・アイデアをもとに再度検討することとした。 

 

■事業スキーム（案） 

・新たな体育施設等（市民体育館も含む）の整備に係る範囲を一括のPFI 

・既存公園エリアはPFI事業者による指定管理を実施 

・同一の事業者が事業者提案エリアを民間事業者の独立採算よる事業実施 

・民間事業者の提案により飲食・物販施設などを導入する場合は、PFIにより整備する施設内で

の整備または公募設置管理制度（Park-PFI）等による整備 
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４. 民間事業者に対する意向調査の実施 

４-１. 調査の流れ（サウンディング調査の実施概要） 

（１）  調査概要 

本事業をPFI方式等で実施するにあたって、民間事業者の参加可能性や事業条件等を把握する

ため、事業参加の可能性のある民間事業者を対象とした意向調査を実施する。本調査概要は下

記のとおり。 

表 ４-1 調査概要 

項目 概要 

調 査 期 間 資料の公表 令和4年8月22日（月）から 

①アンケート調査 
令和4年8月22日（月）（発送） から 

令和4年9月9日（金）（アンケート〆切） 

②対面式ヒアリング調査 
令和4年9月27日（火）から 

令和4年10月20日（木） 

調 査 方 法 ①アンケート調査 

・事業概要資料およびアンケート調査票を市HPにて公表し、回答を募集した。 

②対面式ヒアリング調査 

・期間内に収集したアンケート調査結果を踏まえて、建設・運営に係る事業参

画の可能性が高い事業者や個別対話を希望する事業者について、アンケート

調査結果内容の詳細の聞き取りを行った。 

調 査 対 象 本事業で想定する事業内容を踏まえ、調査対象事業者を選定した。 

調査関連資料 ・事業概要資料 

・アンケート調査票 

（事業の関心度・意見、対面式ヒアリング調査への参加意向にかかる調査票） 

備 考 対面式ヒアリング調査は対面による開催を基本として実施し、必要に応じてW

eb会議システムを活用する。 

 

（２）  調査対象・広報方法  

本事業の基本計画策定に係るサウンディング調査であることや、本事業に関する意見やアイ

デアを幅広く得ることを目的としている。そのため、本事業で想定する事業内容を踏まえた調

査対象事業者を選定し、資料を直接送信と、市HPや「いしかわ地域プラットフォーム」などで

広報し、意見・アイデアの募集を行った。 

 

（３）  調査関連資料  

調査資料は下記のとおり。調査関連資料の詳細は資料編を参照。 

 

①  事業概要書 

野々市中央公園の概要や、当該事業に関する、これまでの経緯や想定する事業内容等につい

て、わかりやすく取りまとめた資料を作成した。 

 

②  アンケート調査票 

事業の関心度・意見、対面式ヒアリング調査への参加意向にかかる調査票を作成した。 
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（４）  調査項目 

調査項目は下記のとおり。事業スキームの検討に係る設問の他、本事業の整備イメージにつ

いても調査を行った。 

表 ４-2 調査項目 

１.事業者名など   

２．事業全体について 

  設問２－１ 整備イメージ 

    ①整備イメージについてのご意見 

    ②-1 その他、本公園への導入が望ましい都市公園法に関する機能についての意見 

    ②-2 その他、本公園への導入が望ましい都市公園法に関わらない機能についての意見 

  設問２－２ 貴社の参入イメージおよび本公園に活用可能な技術・実績など 

３．事業実施条件について 

  設問３－１ 業務範囲について 

  設問３－２ 事業方式について 

  設問３－３ 事業スケジュールについて 

  設問３－４ 事業期間について 

４．市の財政負担軽減策について 

  設問４－１ イニシャルコスト（設計費・工事費など）に関する市の財政負担を軽減する方策 

  設問４－２ ランニングコスト（維持管理費・運営費）に関する市の財政負担を軽減する方策 

    ①維持管理費の縮減のアイデア 

    ②運営費の縮減のアイデア 

  設問４－３ 施設の稼働率の向上策について 

５．地域活性化について 

  設問５－１ 地域コミュニティの活性化 

  設問５－２ 市内企業の参画促進や地域での雇用促進 

６．民間収益事業について 

  設問６－１ 民間収益事業（必須事業）について 

  設問６－２ 民間収益事業（任意事業）について 

  設問６－３ 民間収益事業全体について 

７．本事業への参入意欲について 

  設問７－１ 参入の可能性や条件について 

８．その他   

  設問８－１ 野々市市の民間活力導入の可能性について 

  設問８－２ その他 
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４-２. サウンディング調査結果のとりまとめ 

（１）  サウンディング調査結果  

アンケート調査は27事業者、対面式ヒアリング調査は19事業者と実施した。 

 

表 ４-3 調査対象事業者の概要 

業種 アンケートの回答 事業者数 個別対話実施 事業者数 

土木・建設 8 7 

設計・コンサルタント 5 4 

スポーツメーカー 4 4 

金融・不動産 4 3 

その他 6 1 

計 27 19 

 

（２）  サウンディング調査結果による意見の概要  

サウンディング調査結果により得られた意見は下表のとおり。 

 
項目 主な意見概要 

①
屋
内
ア
リ
ー
ナ 

事業内容について 

・地元住民が気軽に利用できる交流スペースがあるとよい。 

・サブアリーナは障がい者のパラスポーツ対応とし、車いすの使用が可能な床とする

ことも考えられる。 

・飲食物販施設を設ける場合、屋内アリーナ内にあれば十分と考える。 

・子どもの運動施設として広い面積が必要無いのであれば、屋内アリーナ内に設ける

ことも考えられる。 

・集客性や稼働率の向上のためには、近隣にある類似施設との差別化をどうするかが

重要である。 

・トレーニング施設においても周辺施設との差別化が必要。 

・プロスポーツなどの興行を誘致するには機能等が不足しており、どのような位置付

けで整備するのか。また、興行対応とすると、避難路や消防施設の基準が高くなり、

コスト増となるため、大規模なアリーナを設ける必要性についてはしっかりとした

検討が必要。 

立地について 

・屋内アリーナは公園の中央に配置するなど、施設配置にも自由度を持たせること

で、民間事業者の知恵やノウハウを活かすことが可能。 

・屋内アリーナ内に飲食物販施設を設けることも考えられるが、アリーナ利用者だけ

を対象とした事業は成立しない。沿道からの視認性を良くするなど公園利用者以外

も呼び込むような工夫が必要。 

事業手法について 
・アリーナなどの施設については、リース方式やタイムシェア方式などPFI以外にも

様々な事業手法を検討すべきである。 

②
立
体
駐
車
場 

事業内容について 

・必要台数が平面で確保できるのであれば、平面駐車場の方が合理的である。しかし、

土地利用の効率化や除雪等の軽減負担といったメリットもあるため、想定台数など

を踏まえ慎重な検討が必要。 

・立体駐車場が支援物資の発着拠点として利用されている事例もあり、防災面でも有

効である。しかし、立体駐車場で期待する防災機能をアリーナに持たせることも考

えられる。 

・水害の可能性は低く、地震による避難を想定するのであれば立体駐車場にする必要

性は低いのではないか。 

・防災の観点から導入が望ましいと考えるが、整備費を回収できるほど収益が得られ

るかは不明であり、独立採算は非常にハードルが高い。 

・都心部であれば効果的であるが、地方においては整備費や管理コスト含めて平面駐

車場の方が適している。興行を行うにしてもオーバースペックとなり、運営は厳し

くなる。 

・立体駐車場は整備費・維持管理費ともにコスト増であるため、平面駐車場としてコ

ストを抑え、その費用を体育施設の機能向上に活用するのがよいのではないか。 
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項目 主な意見概要 

立地について 
・駐車場を一体化させ、動線を確保することで、駐車場利用の偏りを防ぐことが可能。 

・平面駐車場を分散整備し、駐車場間の連携ができれば、利便性が向上する。 

③
屋
外
ス
ポ
ー
ツ
ゾ
ー
ン 

事業内容について 

・陸上競技場内の芝生は人工芝とすることで、多様な活用が可能となり、大会やイベ

ント利用等の幅広い利用を認めることで、施設の稼働率が向上する。 

・陸上競技場とサッカー場が併設されているため、同時利用が困難となり、稼働率の

低下が懸念される。 

立地について 

・事業者提案エリアの一部を活用し、施設を南北方向、メインスタンドを西側に設定

するなど公式の設置基準等に従って整備すべき。 

④
テ
ニ
ス
コ
ー
ト 

事業内容について 

・屋内(屋根付き)かどうかで稼働率が大きく変わる。一部でも屋内(屋根付き)にする

ことで、１年を通じての稼働が見込まれ、利用喚起やスクール事業を行うことが可

能となるが、建設コストが増大する。 

・テニスコートの需要があるのであれば、事業者提案エリアをテニスコート用地とし

てもよいと考える。 

立地について 

・テニスコート計画地は市街地に近く、最も集客性が高い場所だと考える。 

・テニスコート計画地は収益性を見込むことができる場所であり、飲食や物販施設が

適している。 

⑤
多
目
的
コ
ー
ト 

事業内容について 

・人口芝やナイター設備を設け、多様なスポーツを可能とすることで、稼働率が向上

する。 

・ブラインドサッカーなどのパラスポーツやニュースポーツなど施設を広い用途で

利用できるようにするべき。 

⑥
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
エ
リ
ア 

事業内容について 

・コロナ禍でアウトドア需要が高まっているため、BBQのみでなく、公園利用者が自

由に食事をするスペースといった利用も考えられる。 

・食材販売や道具貸しといった事業やキャンプフィールド的な利用も考えられる。ま

た、カフェ等を併設することで、スポーツ目的の来園者の利用も見込める。 

・北陸は雨雪が多く、屋根付きの施設であれば、稼働率は向上する。しかし、平日の

収益性や稼働が課題となるため、食材提供も土日に限定するなど、需要にあった内

容とするべき。 

立地について 

・災害時の利活用を重視するのであれば、アリーナなど避難所となる施設との連携を

考慮した配置がよい。 

・バーベキュー施設の運営方法は事業者によって異なると考えられるため、Park-PF

Iを併用し、民間事業者が自由に提案・計画可能とする方がよい。 

⑦
市
民
体
育
館
の
改
修 

事業内容について 

・北陸地方は雨雪が多いため、屋内遊戯施設のニーズは高く、屋内のキッズルームを

必須としている事例も多い。 

・子どもの施設だけでなく、子育て世代が利用しやすい機能の導入により、交流施設

として多くの利用者が見込まれる。 

・廃校を活用したホテルやレストランといった事例など、改修・用途変更は様々な活

用が考えられる。屋内遊戯施設であれば、料金収入が期待できるほか、高齢者向け

の健康増進施設の整備も考えられる。 

・子どもの施設に用途変更する場合、動線や安全性の確保、遊具を配置できるか等の

課題が挙げられる。屋内アリーナにどのような機能を持たせるか検討した上で、市

民体育館の方向性を定めてはどうか。 

・市民体育館の規模は、小さな子どもを対象とすると広すぎる印象である。どのよう

な年齢層・使い方が適しているのか検討が必要。 

立地について 

・子どもの施設として広い面積が必要無いのであれば、屋内アリーナ内に設けること

も考えられる。 

・市民体育館は良い場所に立地しており、収益性の確保ができると考えられるため、

民間事業者による任意施設の立地も考えられる。 
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項目 主な意見概要 

事業手法について 

・耐震改修及び大規模改修を行う場合、解体・新築と近い費用が予想されるため、改

修が合理的かつ経済的なのかは再検討が必要。 

・改修事業の場合、新築よりも手間が大きく、事業費も新築の場合と変わらない可能

性もある。 

・市民体育館は老朽化しており、他の新築する施設とのバランスを考慮すると、解体・

新築も視野に入れるべき。 

・市民体育館の改修・用途変更をPFI事業に含める場合、公募までに市側で詳細な調

査を行う必要がある。 

⑧
事
業
者
提
案
エ
リ
ア 

事業内容について 

・スポーツクラブの交流の場やコンベンション施設としての活用なども可能な宿泊

施設がよい。ただし、事業として成立させるためには、市の研修施設としての利用

や他自治体からの視察の際の宿泊場所とするなど、市の協力が必要と考えられる。 

・体育施設利用者の利便性を高める施設として、スポーツショップやジム、ランニン

グセンターなどがよい。ただし、周辺施設との競合や差別化が必要と考えられる。 

・上記の他、学校利用や一年を通しての稼働が見込める屋内プール、公園区域と一体

的な空間を有する商業施設、公園の駐車場など。 

立地について 

・用途によっては配置が異なる方がよい。 

・店舗立地の観点からは、区画整理に近い北側や、市街地に近い東側がよい。特に、

商業施設や飲食、物販施設であれば、市街地に近い方がよい。 

・合宿施設などであれば、現在の位置でも問題ない。 

事業手法について 

・民間収益事業を実施する事業者を確保することが最大のハードルとなる可能性が

高いため、民間事業者の参入意向を上げるために、別事業とする方がよい。 

・P-PFIによる収益や採算性を考慮すると、本体事業とは別事業とする方がよい。 

面積について 

・面積が大きいため、エリア全体の活用を提案とするのは事業者側のリスクが大き

い。 

・面積が大きいため、民間事業者だけでは収益の確保や公共への還元といったスキー

ム構築が困難である。 

・民間収益事業を実施するには面積が大きいため、一部を公園区域とし、ゆとりある

施設配置や利用者動線の確保を行う方がよい。 

⑨
そ
の
他
の
導
入
機
能
に
つ
い
て 

事業内容について 

・トレンドであるアーバンスポーツ（BMX、スケートボード、３×３バスケットボー

ルなど）。 

・キッチンカー配置を想定したスペース。 

・ウォーキングや回遊コース。 

・整備時点において近隣自治体や周辺施設との差別化が図れるような機能など。 

・北側に隣接している神社との関係をもう少し大切にしても良いのでは。広場の中に

神社があるような土地利用計画も可能と思う。 
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５. VFMの検討 

５-１. 算出条件の整理 

（１）  事業スケジュールの設定  

民間活力を導入する場合に想定する事業期間として、施設整備期間は5年、維持管理・運営期

間は15年とし、本事業におけるVFMの算定を行った。 

 

（２）  コスト縮減率の設定  

官民連携手法の事業費は、従来手法からコスト縮減効果を削減率として加味して設定する。

削減率は、内閣府「PPP/PFI手法導入優先的検討規定運用の手引（平成29年1月）」による調査

結果から、事業者選定時のコスト縮減率は概ね10％以上であるため、10％以上を基本として設

定する。 

 

（３）  施設整備費の設定  

「野々市市体育施設等整備実施計画（令和4年3月）」においては、新設する施設と既存の体

育施設の総面積を約85,000㎡と想定し、概算工事費は近年整備された類似の施設を参考に、そ

れぞれ単位面積当たりの建設費を設定し、総工事費を約70億円と試算している。また、官民連

携手法の場合には、従来手法に対してコスト縮減率10％を考慮した価格として設定した。 

 

表５-1 施設整備費の設定 

区分 
従来手法 

（百万円） 

官民連携 

手法の設定値 

（百万円） 

官民連携手法の設定値の考え方 

市民体育館 

（子どもの施設に

用途変更する場

合） 

遊具設置費用 

120 108 従来手法からコスト縮減率10％として設定 

屋内アリーナ 
メインアリーナ 2,310 2,079 〃 

サブアリーナ 420 378 〃 

屋外スポーツ

ゾーン 

インフィールド 220 198 〃 

トラック 270 243 〃 

屋根付き走路 60 54 〃 

管理棟（観客席） 370 333 〃 

ナイター照明 100 90 〃 

テニスコート 70 63 〃 

多目的コート 320 288 〃 

立体駐車場 350 315 〃 

駐輪場 20 18 〃 

炊出・ 

バーベキュー

スペース 

バーベキュースペ

ース（屋根付き） 
20 18 〃 

管理棟 10 9 〃 

炊事場 10 9 〃 

トイレ 10 9 〃 

水路工 
開渠工 130 130 

民関連手法においても従来手法で整備とし

て設定 

暗渠工 140 140 〃 

公園及び駐車場 1,980 1,782 従来手法からコスト縮減率10％として設定 

合計費用 6,930 6,264   
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（４）  維持管理・運営費の設定  

維持管理・運営費は、類似事例等および既存公園部分のこれまでの支出の状況から、従来手

法による維持管理・運営費を算出し、官民連携手法による維持管理運営費を下記のとおり設定

した。 

表５-2 維持管理・運営費の設定 

区分 
従来手法 

（百万円） 

官民連携 

手法の設定値 

（百万円） 

官民連携手法の設定値の考え方 

維持管理・運営費 571 514 
維持管理・運営費については従来手法から

コスト縮減率10％として設定 

 

（５）  資金調達の設定 

資金調達において、補助金は従来手法・官民連携手法ともに、社会資本総合交付金の活用を

想定し、国庫補助金の市負担額部分には、起債を充当することを想定した。 

 

表５-3 資金調達の設定 

区分 
従来手法 

（百万円） 

官民連携 

手法の設定値 

（百万円） 

官民連携手法の設定値の考え方 

補助金 3,290 2,961 
社会資本総合交付金を想定し、施設

整備費用の 50％と設定 

起債 2,961 2,665 
国庫補助金の市負担額部分×90％

（起債充当率）として設定 

 

（６）  SPC コストの設定 

PFI手法によるSPC（特別目的会社）の組成費は、事例等を参考にして設定した。 

 

表５-4 資金調達の設定 

区分 

官民連携 

手法の設定値 

（百万円） 

官民連携手法の設定値の考え方 

施設整備期間 SPC 運営費用（/年） 1 事例等を参考に設定 

維持管理・運営期間 SPC 運営費用（/年） 1 事例等を参考に設定 

SPC 設立費用 10 事例等を参考に設定 

アドバイザリー費用 30 事例等を参考に設定 

モニタリング費（施設整備期間中）（/年） 5 事例等を参考に設定 

モニタリング費（維持管理・運営期間中）（/年） 3 事例等を参考に設定 
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５-２. VFMの算出 

以上より、従来手法と比較した財政負担軽減効果（VFM）は本検討における条件下では、DBO

方式が最も有利な結果となった。しかし、DBOとした場合、民間の提供するサービスに応じて市

が料金を支払うため、民間が資金調達を行うのに比べ、資金調達コストが低くなるため、VFMが

有利になりやすいが、施設整備期間中に市からの支払いが発生する他、民間事業者が資金調達

しないため金融機関の監視がなく、SPCの組成の必要がないため、倒産による事業継続に関わる

リスクが生じる等の理由により、本事業においてはPFI手法（BTO）方式とすることが望ましい。 

 

表５-5 官民連携手法による VFMの算出結果 

候補となる 

PPP/PFI手法 

官民連携手法 

PFI 手法（BTO） DBO DB＋O 

財政支出削減率 7.1% 9.2% 2.4% 
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６. 事業スケジュールの検討 

事業全体を一括したPFI事業を前提としたスケジュールは以下のとおり。本事業の整備対象施

設のうち、市民体育館は屋内アリーナ供用後に用途変更・大規模改修を実施し、多目的コート

は新たなテニスコートを整備後に着工するため、供用予定時期が大きく異なる。そのため、事

業スキーム・事業範囲の検討において留意する必要がある。 

 

表 ６-1 事業全体スケジュール（案） 

 

  

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10
R11

(１年目）
R12

(２年目）
R13

(３年目）
R14

(４年目）
R15

(５年目）
・・・

公園拡張
エリア

屋内アリーナ
スポーツゾーン
など

既存公園
エリア

既存体育館の改修

既存公園
エリア

多目的コート

事業者提案
エリア

（提案による）

その他 便益施設など

年度

野々市中央公園
拡張整備事業

新たなテニスコート供用後の施工開始

（※公園全体の維持管理・運営も事業者とする場合）

現在の管理者（市）との引継ぎ（１年間くらい）

基本・実施設計

基本計画策定

PFI等導入可能性調査 アドバイザリー業務

事業認可

事業者公募等 市と民間事業者

の契約

既存体育館としての維持管理・運営（市⇒民間事業者）

テニスコートとしての維持管理・運営（市⇒民間事業者）

公園全体の維持管理・運営

屋内アリーナへ機能移転後の施工開始

事業期間は15～30年

の範囲で検討

※ただし、これらは現時点での想定スケジュールであり、 各施設の設計・施工等を段階的に実施するなど、変更の可能性があります。

維持管理・運営施工

施工

基本・実施設計

維持管理・運営施工基本・実施設計

維持管理・運営施工

維持管理・運営施工

基本・実施設計

基本・実施設計

維持管理・運営施工基本・実施設計
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７. 最適な事業手法の検討 

７-１. 検討結果・結論 

（１）  本件調査の結果得られた示唆  

民間事業者から得られた幅広い意見から、本事業における改善箇所が明らかとなった。特に

敷地条件に係る「事業者提案エリア」および「市民体育館の方向性」について、再度検討する

こととした。 

 

①  事業者提案エリアの活用方針について 

事業者提案エリアは約2haと大きな敷地であるため、独立採算による運営について、公園拡張

エリア等の整備事業期間と合わせた事業計画の立案は困難であることが示唆された。 

また、「野々市市体育施設整備実施計画（令和4年3月）」における全体イメージでは、敷地に

ゆとりがなく、体育施設が望ましい方位に即して立地していないことが指摘され、事業者提案

エリアを都市公園区域としてゆとりある施設配置に活用することへの要望が多かった。 

②  市民体育館の方向性について 

市民体育館は築40年以上として、大規模改修に対するリスク増大やライフサイクルコストの

観点から、建替え等を含めた再検討の必要性が示唆された。 

 

（２）  調査結果および示唆に基づく結論  

事業者提案エリアとしていたエリアも含めたすべての区域を都市公園区域として、ゆとりあ

る施設配置に活用する方針とした。また、市民体育館の方向性について、新たな施設配置案と

併せて、建替え等も含めて再度検討することとした。 

 

 

図 ７-1 新たな敷地条件 

 

⑥市民体育館 

公園拡張エリア 

既存公園エリア 

改修に限定せず 

新築や合築なども許容 

 

都市計画の変更を行い 

全体を都市公園として事業化 

 



- 37 - 

７-２. 事業化に向けた今後の展望 

（１）  事業化にあたっての主な課題  

以上より、施設配置案および各施設の在り方について、再度検討を行う方針とした。その他、

今後の検討事項については以下のとおり。 

 

①  区域拡大に伴う市民ニーズや需要に応じた各施設の再検討 

事業者提案エリアを都市公園区域とすることで、施設配置や施設規模の自由度が高くなると

想定される。そのため、導入施設について、市民ニーズ等の把握を行い、需要に応じた必要機

能等について再検討を行う。特に、本公園における興行の実施方針など、維持管理・運営にお

けるサービス内容などについて設定し、要求水準として設定が求められる。 

 

②  PFI/P-PFI/指定管理者制度など適正な組み合わせの検討 

必要機能等の再検討に伴い、本調査にて得られた成果を基本としながらも、本公園全体での

適正な事業手法について、PFI方式のみならず、公募設置管理制度（P-PFI）や指定管理者制度

など、よりよい組み合わせとなるよう様々な検討を行う。また、官民連携手法のメリットを最

大化する要求水準を明確化し、民間事業者のリスク管理能力が生かせる部分を分担させること

により、事業全体のリスク管理能力を高められるような、適切なリスク分担についても検討が

必要である。 

 

③  その他 

導入機能や事業スキームの検討を踏まえて、下記の内容も検討が必要となる。 

 

 １） 補助金等の活用の検討 

補助金および交付金等を受けるにあたっては、本事業による整備内容や公園が持つ役割、選

定する事業手法などによって活用できるものが変わるため、今後再検討が必要である。 

本事業において適応を想定する補助金は下記のとおり。 

表 ７-2 利用できる補助金 

補助事業名 実施主体 概要 

学校施設環境改善交付金 

（地域スポーツ施設整備） 

文部科学省 

スポーツ庁 

【用途】社会体育施設の整備（耐震化を除き改修事業は対象外） 

【規模】交付対象経費に 1/3を乗じて得た額 

（上限額は施設･面積等により異なる） 

社会資本総合交付金 

（都市公園事業） 

国土交通省 【用途】都市公園の整備（公園施設としてスタジアム･アリーナや

園路、広場等を整備する場合が対象） 

【規模】交付対象経費に 1/3（用地費）又は 1/2（施設費）を乗じ

て得た額 

スポーツ振興くじ助成金･ 

地域スポーツ施設整備助成 

（スポーツ競技施設等の整備） 

独立自治体法

人 

日本スポーツ 

振興センター 

【用途】地域住民の身近なスポーツ活動の場となる競技施設等

の新設（増改設を含む）、改修又は改造を行う事業 

※国又は公営競技等の収益による補助金･助成金を受ける事

業は対象外であること。地域住民にとって身近で利用しやす

い位置にあり、かつ楽しく安全にスポーツ活動に親しむこと

ができるように整備されるものであること等 

【規模】助成対象経費（上限額：3千万円）に2/3を乗じて得た額 

 

 ２） サービス対価の支払い方法・本事業終了後の取り扱い 

民間事業者が提供するサービスに対する対価として支払うサービス対価についての区分、支

払い方法について検討が必要である。また、事業運営に係る内容の検討にあわせて、本事業の
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事業期間が終了した際の管理運営についても検討が必要である。 

 

（２）  今後の事業スケジュール  

本事業においては、「６．事業スケジュール検討」にて示したスケジュールにて事業化がな

されるよう、適切な事務処理等を行うとともに、できる限り早期の実現を目指す必要がある。 

特に、事業地取得においては、地権者からの事業地取得を円滑に進めるため、地元説明会を

行うなど丁寧な説明に努める必要がある 

その他、令和５年度に予定している都市計画の変更（公園区域の変更）や令和６年度に予定

している事業認可については、石川県などの関係機関協議が必要となることから、遅滞なく実

施する必要がある。 
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８. 資料編 

８-１. 民間事業者に対する意向調査 「調査の概要説明書」 
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８-２. 民間事業者に対する意向調査 「事業概要書」 
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８-３. 民間事業者に対する意向調査 「アンケート調査票」 
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